デッドロック状況の会社の意思と存続・解散―小規模閉鎖会社における対等出資者間の対立ー by 藤村 知己
デッドロック状況の会社の意思と存続・解散―小規
模閉鎖会社における対等出資者間の対立ー
著者 藤村 知己
著者別名 FUJIMURA Tomoki
雑誌名 白山法学
号 10
ページ 43-70
発行年 2014-03-31
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00006516/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
デッドロック状況の会社の意思と存続・解散―小規模閉鎖会社における対等出資者間の対立―
― 43 ―
デッドロック状況の会社の意思と存続・解散 
―小規模閉鎖会社における対等出資者間の対立―
　　藤　村　知　己
1 　始めに
　ここでいうデッドロック状況とは、小規模閉鎖会社の内部関係において
紛争が生じている状況を前提に、対立する複数の株主間において、相対峙
する当事者が50：50の対等の持ち分割合であり、結果として、何らの会社
の意思決定および業務執行がでない閉塞状況が生じ、会社の運営が困難な
状況を想定している。この場合、会社の意思決定の前提たる多数決原理が
機能せず、また、利益の最大化をめざす経済合理性の追求も行われない状
況ということができる。この状況の解決手段としての会社の解散判決の意
義を検討するものである。
2 　団体におけるデッドロック状況
　近代社会は、その団体の意思決定を多数決原理により決定することが最
良の策としてこれを民主的とする。この多数決原理が機能しない状況の下
でのデッドロック状況は、いつまでも猶予が認められるべきものではな
い。そもそも、経済社会は、自然人単独ではあり得ず、自然人の集合によ
り集団的に存在しうるのであり、その結果として、個人を基本としての組
織とは別に、個人の集合による団体を個人と同様に経済社会の主体として
認めることの合理性を認めているのである。団体に主体としての資格を認
めることは、団体の存在意義が社会的に有用であり、自然人と並び、法人
として法的主体として政策的に認めることに故あるからにほかならない。
　とりわけ、営利社団たる会社、会社法によって設立が認められた会社に
おいては、一定の目的のため集合した人的結合体として、経済合理性の下
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で、新たな創造的な行為により得た利益を持って、構成員に分配すること
を主眼とするものであり、構成員が、その組織運営を放置あるい放棄する
ことは、自然人たる個人とは異なり、その存在の意義と周囲への影響は広
範囲とならざるを得ず、看過できないものとなる。従って、会社において
は、法人としての存在意義を問われるような状況は、早急な是正が求めら
れることとなる。
　民法上の法人においては従来（平成18年改正前旧民法６8条以下）、公益
性を前提とすることから、構成員による訴えに基づく解散判決による解散
は規定されておらず、解散に際しては社団の構成員の 4分の 3以上の承諾
を要件として総会としての決議を求めていた（旧民法６9条）。法人がデッ
ドロック状況に陥いり自治能力を喪失する状況においては、監督官庁の監
督是正が機能するものとされていた。
　社団法人については、旧民法６8条は①定款に定めた解散事由の発生、②
目的たる事業の成功または不能または成功の不能、③破産、④設立認可の
取り消し、⑤総会の決議、⑥社員の死亡の ６つが規定されており、主務官
庁による設立認可の取り消しが想定されていた。
　現行の一般社団法人法は、解散の事由として148条 1 項 7 号に「解散命
令又は解散の訴えによる解散を命ずる裁判があったとき」とし、デッド
ロック状況については、同2６8条において、解散の訴えの制度を規定して
いる。会社法上の対応と同様、解散の訴えおよび解散判決が規定されてい
る。
　なお、長期間変更の登記がされていない、いわゆる休眠一般社団法人
（前の登記から 5 年を経過し登記がなされていないもの）は、法人制度の
濫用・悪用の弊害を防ぐため、一定の手続の下で解散したとみなされ、そ
の旨の登記がされることとされている（一般法人法203条）。
　民法上の組合におけるデッドロック状況においては、組合が契約関係で
ある以上組合員間で解散が合意できれば問題はないが、このような合意す
ら困難な場合には、組合の解散請求を求めることとなる（民６83条）。この
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場合、「やむを得ない事由があるとき」に認められることとなる。組合員
間の不和はこれに含まれる（注）判例としてＡ．Ｂ．の 2名からなる組合
において、双方の間の信頼関係が破壊され、事業の共同経営が困難になっ
たとして民法６83条による組合の解散の請求を認めている。仙台高判昭
44・3・30　判例時報5６3号49頁。ただし、組合員下の不和が存するときで
も、それが脱退または除名によって解消しうる場合には、解散の理由とは
ならないというべきであるとする（判例として、奈良地裁昭25・12・28　下
民集 1・12・2133）。（菅原菊志注釈民法17　144頁　昭44）。
　なお 2 名だけで構成された組合においては、両者の対立によりデッド
ロック状況となった場合には、一方の組合員の脱退が組合の解散事由とな
る。このような場合にも脱退は許されるべきである。この場合、一方の組
合員の脱退の請求は組合の解散を請求した場合おなじこととなる（菅原菊
司　注釈民法17　129頁　有斐閣昭和44年）。
3 　人的会社におけるデッドロック状況
　合名会社・合資会社といった人的会社においては、組合的性格を持つ沿
革的な状況から、社員の個性とその社員間の信頼関係の維持が会社維持の
要求より上位に位置づけられるといえる。従って、構成員間に不信が生
じ、不和から社員間の対立が生じることは、合名会社であれば構成員全員
が業務執行社員であるだけに直ちに会社の運営ひいては存続が困難となり
なる。人的会社は少数の社員構成が想定されており、多くの場合、数名に
よる構成であろう。この場合、会社の意思決定及び具体的な業務執行に際
して、多数決原理が働きにくい状況となることが少なくない。人的会社に
おいては、多数決原理による意思決定の際の投票単位を頭数とするため、
少数の母数となり、過半数つまり奇数を前提とする決議の裁決上の決着に
障害が生じることも少なくない。偶数下において過半数の決議となり得な
い状況が容易に起こりうる。
　このような可否同数状況において、決議できず、デッドロックとなる。
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この場合、会社は自己決定の能力つまり自治能力を失うこととなる。この
ようなデッドロック状況について、会社法は、解散判決（会社解散の訴え
―会社法831条 2 項、旧商法112条）の規定を置いている。会社法831条 2
項、旧商法112条は、人的会社における会社解散判決を求めることに関す
る規定で、「やむをえざる理由あるときは各社員は会社の解散を裁判所に
請求することを得。」と規定する。
　同条は、会社が自治的能力を喪失し、やむを得ない場合に社員の利益保
護のために見地から認められた制度とされる（島十四郎「注釈会社法
（ 1）」423頁　有斐閣　昭和4６年）。
　旧来の判例は、①合名会社の事例で、社員間に感情の衝突があり円満に
事業を維持しえず、かつ、総社員の同意による『会社解散』の途がないと
き（東京地判大10・ 8 ・20新聞1917号21頁）、②合資会社の経営を担当し
ている社員間に反目軋轢を生じ、到底和衷共同の実を挙げることができ
ず、しかも、会社解散について総社員の同意を得ることができない時（東
京地判昭 3・ 7・ ６法律新報1６8号22頁）。等に「已むことを得ざる事由」
に該当するとしている（前掲　島　425頁）。
　もっとも、合名会社においても会社として企業維持の要請が求められる
以上、他に打開の方法がない状況に限定されると説かれるが、一方で人的
会社においては組合的な人的信頼関係を前提とする以上、社団性を強度に
求められる株式会社とは異なり、他に何らかの方法がある場合であって
も、その結果として、会社の実態に重大な変更をもたらすに至る場合には
解散判決を拒否すべきでないとする（前掲　島　42６頁）。実際、このよう
な状況にいて紛争構造が解消されないまま会社を存続させたとしても、社
員間に良いことがないことは自明の理であり、人的・組合契約的な結合関
係が崩壊している状況からの解放を意味する解散判決について、消極的運
用が必ずしも最良とはいえないだろう。
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4 　株式会社におけるデッドロック状況
　小規模閉鎖株式会社においては、人的会社と異なり、株式を単位とする
資本多数決を原則としており、多数の株式を単位とする株主により構成さ
れる株主総会においてその意思が過半数を前提とす採決で決定されるた
め、可否同数によるデッドロック状況は起こりにくいはずであるが、小規
模閉鎖会社においては構成員たる株主の数も少ない人的会社のように、多
数決原理が働かない状況は容易に起こりうるのが実態である。相反する意
見が同数となり、にっちもさっちもいかない状況により重要な意思決定が
困難な状況、つまり、経営がデッドロックとなる状況に陥ることも少なく
ない。
　本来、営利社団たる株式会社においては、資本多数決が機能し、営利目
的をテーゼとするものであり、そもそも、会社の所有者たる株主は、経済
上の利益を得ることを目的として結集しており、株主間の対立は、利益の
分配のぶんどり合戦であるといえる。従って、会社の利益それ自体にとっ
て、マイナスとなるような状況、言い換えると、経済合理性に反し、すべ
ての株主の利益に反するような状況はあり得ないはずである。
　しかし、小規模閉鎖会社においては、このような経済合理性が機能しな
い、絶対的な状況（相手に対する恨み辛みが利益に優先する状況）が起こ
りうる。経済合理性の追求に優先される構成員間の人的要素が対立軸の第
一義に登場するのである。つまり、人的な問題から、会社の意思を問う株
主総会が適切に機能しない状況が生じることとなる。
　もっとも、株主総会が機能しない場合においても、業務執行機関として
の取締役が機能していれば、会社自体の経営は続けられることになるが、
所有と経営の一致する、つまりは実質的人的会社である同族型の小規模閉
鎖会社では、株主間対立は当然に経営者間対立となり、会社の事業は立ち
行かなくなりかねないのが現実である。
　このような状況は、株式会社制度において本来機能するはずの資本多数
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決が機能しない、つまり、対立する株主あるいは経営者間の状況が同数と
なり過半数による支配が機能しない場合に典型的に生じることとなる。こ
のような状況は、具体的には、本来信頼関係にある 2名の株主が同数の株
式を保有し、自ら経営に当たっている状況で、何らかの行き違いにより対
立から生じる場合、あるいは、一人会社において、経営者株主の死亡によ
る相続によって生じる遺産分割協議に伴う対立により権利行使者の選定す
らできない状況が典型事例であろう。これらの状況では、人的な要因で経
済合理性が機能しない、非合理的な側面からの対立に終始するとともに、
その状況が長期間に渡ることが問題となる。
5 　小規模閉鎖株式会社のデッドロック状況
　当事者間の対立により経営上の意思決定が困難な状況においても、会社
が営利を目的として結集された者である以上、構成員は、経済合理性の観
点から歩み寄り、一定の合理的な決定とこれを前提として業務執行がなさ
れるのが一般であろうし、少なくとも多数決原則の下で、一方が主導的に
意思決定と業務執行をはかるであろう。その結果として、排除された、一
方の株主・取締役等は、少数株主権の行使による法的対応を行いうること
となる。
　しかし、50対50の状況では対峙する当事者が歩み寄らない限りは、過半
数原則が機能する多数決原理は機能せず、結果としてデッドロック状況と
なる。
　株主間・経営者間対立が激しく、経営がデッドロックになった場合、何
らかの妥協が成立しない場合には、最終的な選択は、会社の解散を求める
ことを選択ざるをえないこととなる。一般的には、紛争状況にある経営
者・株主間の対立があったとしても、当該会社においても、そもそも経済
合理性を追求するものが会社制度であり、会社維持原則つまり「ゴーイン
グコンサーン」を求めて妥協が成立するはずである。しかし、小規模閉鎖
会社においては、このような経済合理性を超えた状況が生じることも少な
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くない。
　解散は、基本的には、有機体一体として機能し付加価値を乗せた経済的
価値を清算することになり、破綻状況にない限り構成員全員にとって経済
的利得を否定することにもなりかねず、結果として否定的な結論とならざ
るをえなものであるが、経済合理性を埒外とする小規模閉鎖会社の構成員
にはそれでも選択肢として考慮される。
　会社の解散とは、会社の法人格の消滅を来す法律事実をいうものであ
る。解散により、法人としての会社は、消滅することとなる。もっとも、
実際の解散に際しては、清算手続きを経ることにより最終的に消滅するも
のであって、その処理は段階的に進行することとなる。
　会社は解散により、清算手続きとなるが、通常、清算の目的の範囲内の
権利能力を有する社団として存在し、当該会社は、もはや会社の目的たる
営業を継続することはできない。営業活動を担うべき取締役・取締役会お
よび代表取締役は、清算人に取って代わられることとなり、もはや通常の
営業・事業活動を前提とする会社法の諸制度は適用されないこととなる。
結果として、会社の解散は、会社の利害関係人すべてに大きな影響を与え
ることから、公示・登記含めた法的対応が求められる。
6 　会社の解散原因と解散の訴え
　解散原因の規定は、昭和13年改正前商法221条は以下の通り規定してい
た。現行会社法と内容はほぼ同様であるが、平成17年改正前商法商法に規
定する「目的たる事業の成功またはその成功の不能」が規定されているほ
か、人的会社において、社員が 1 名となること（昭和13年改正以前商法
221条第 3項）、一方で株式会社において、株主が 7名以下となることが規
定されていた。また、昭和13年改正によって、「目的たる事業の成功また
はその成功の不能」が削除されていた。昭和25年改正で、この「目的たる
事業の成功またはその成功の不能」の規定が復活した。これは、民法にお
ける法人の解散原因の規定（旧民６8Ⅰ①）の規定および組合の解散原因
白山法学　第10号　2014
― 50 ―
（民６82）の例にならったものとされる（平出慶道「注釈会社法増補版 8の
2」 4頁有斐閣昭和55年）。
　昭和13年改正の際、この規定が削除されたのは、会社が目的の成功によ
り解散することが当初より予定されるべき事例がそもそも希有であり、成
功の不能という概念については、法律上の不能（たとえば営業免許の拒否
の場合、大判大 4・12・25民録21・2199、大判大10・ ６ ・24民録27・
123６）は別として、事実上の不能の場合には絶対的不能に限られるのか、
あるいは相対的不能の場合を含むのかというように解釈上の疑義や不能
の判定の困難さ、また、株主総会の決議により定款の目的たる事業を変
更し営業を継続すれば、続行が可能であるからとされる（前掲平出　 5
頁）。
7 　デッドロック状況における解散の訴えにかかる最近の判例
（※アンダーラインは筆者が引いたもの）
判例 1
東京高等裁判所平成12年 2 月23日判決 平成11年（ネ）第5820号・金融・
商事判例1091号40頁
第一審 東京地方裁判所判決 平成11年10月18日
事案の概要
　社員が 2人でそれぞれが 2分の 1の持分を有する有限会社において、そ
の一方の社員である原告Ｘが有限会社に対し、その解散を求めたものあ
る。両社員は実の兄弟でありその出資口数は1500口ずつで同数であるが、
原告Ｘと他の社員との間に確執があり、事ごとに意見の対立があるうえ、
両名の出資する口数も同数であるため、業務執行も重要事項の決議もでき
ない状況にある等として、有限会社法71条の 2第 1項 1号により被告Ｙ 1
会社及び被告Ｙ 2の解散判決を求めたものであった。
　判決は、社員のそのいずれか一方が主導権を握って当該有限会社を経営
してゆくことは困難であり、会社の事業目的の達成が不能となるおそれが
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きわめて大きいから、当該有限会社には解散すべきやむを得ない事由があ
ると解するのが相当であるとして解散判決を求めることがが認められ田茂
ので、その控訴審判決である。
判旨
　第一審判決を引用するものであるので、東京地裁平成11年10月18日判決 
の判旨を引用すると以下の通りである。
「三　そこで、本件被告Ｙ1Ｙ2二社の解散判決を請求し得る事由があるか
否かについて判断する。
1  　有限会社法（以下「法」という。）71条の 2 第 1 項は、会社の業務の
執行上著しい難局に逢着し会社に回復すべからざる損害を生じ又は生ず
る虞のある場合において、やむことを得ざる事由あるときは、資本の10
分の 1以上に当たる出資口数を有する社員は会社の解散を裁判所に請求
することができる旨規定している。
　右に「会社の業務の執行上著しい難局に逢着し会社に回復すべからざる
損害を生じ又は生ずる虞のある場合」とは、例えば社員間の不和対立から
会社の業務が停滞するなど、会社の正常な運営を行うことが著しく困難な
事態が発生し、これにより会社の存続そのものに影響を及ぼし、会社及び
社員の利益を著しく害するほどの損害を生じ又は生じる虞のある場合をい
い、また、「やむことを得ざる事由あるとき」とは、会社の正常な運営を
図り、社員の正当な利益を保護するため会社を解散する以外には右の事態
を打開する相当な方法ないし手段がない場合をいい、会社の解散が最終的
な手段といえる場合を意味し、その打開する方法ないし手段とは、右の事
態を解消させることができるならいかなる手段でも構わないと考えるべき
ではなく、社員間の不和対立が生じた原因、右原因と解散を求める社員又
はこれに反対する社員との係わりの度合その他諸般の事情を考慮して解散
を求める社員とこれに反対する社員の双方にとって公正かつ相当な手段で
あると認められるものでなければならないと解すべきである。」
2  　これを本件について考察してみるに、前記争いのない事実に右認定事
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実及び弁論の全趣旨を総合すると、次の点を指摘することができる。
　両社員は「互いに相手方を非難し、相手方に対して根強い不信感をも
ち、両者間の信頼関係は壊れ、激しい不和対立の状態にあって、・・・・
社員総会において解散決議の成立する見込みはなく又はその成立は極めて
困難であるとみられること。・・・右両者が相互に自己の出資持分を相
手方に有償で譲渡して、被告二社をＸ又はＡの単独経営とする方法により
両者間の紛争が解決される見込みはないこと。・・・Ｘは、会社を解散
すれば相当なマイナスとなると思うが、それでもＡとは一緒に会社の経営
をやっていけない旨供述しており、ひいては将来会社の維持、存続が不可
能ないし著しく困難となり、会社の事業目的を達成することが不能となる
事態を招来する虞が極めて大きいというべきであるから、被告二社は法71
条の 2第 1項の「会社の業務の執行上著しい難局に逢着し会社に回復すべ
からざる損害を生じ又は生ずる虞のある」状況にあり、かつ解散以外に右
難局を打開する相当な方法もないものと認められるから、会社を解散する
ことがやむを得ない場合に該当するものというべきである。」
判例 2
高松高等裁判所平成 8年 1月29日判決（金融・商事判例99６号17頁）
原審 徳島地方裁判所 平成 ６年12月 5 日判決 平成 4年（ワ）第1６号
事案の概要
　被告は産業廃棄物処理業者で有限会社Ｙであるが、半分ずつを出資する
Ｘ 1・Ｘ 2と残り半分の出資口数を有するＡ・Ｂとの間に対立が生じたの
で、Ｘ 1らがＹの解散判決を求めた。
　当初のＹ設立の目的が事実上不可能となり、Ｙはもっぱら会社不動産の
売却代金残金の処理等のために存続している状態であり、両者が反目して
いる現状でＹの業務執行や財産管理についての決定ができない状態である
こと、Ｘ 1らがその持分を他の社員や第三者に譲渡しようにも、困難な実
情であることから、Ｙには、有限会社法71条ノ 2第 1項所定の事由がある
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として会社の解散を求めたもので、Ｙの解散を命ずるのが相当であるとし
て、原判決を取り消し、Ｘ 1らの請求を認容した事例である。
判旨
　「（ 1）当初の被控訴人会社設立の目的が事実上不可能となり、被控訴人
は、もっぱら、前記売買代金残金の処理等のために存続している状態であ
ること、
　（ 2）ところが、被控訴人の代表取締役である高橋においては、被控訴
人の重要な財産である右売却代金の保管状況等について、社員である控訴
人らに客観的資料をもって明らかにしようとしないこと、（ 3）控訴人ら
は夫婦で、一方高橋らは親子であるところ、控訴人らと高橋側の出資口数
は、いずれも合計250口であるから、両者が反目している現状では、被控
訴人の業務執行や財産管理についての決定ができない状態であること、
（ 4）控訴人らがその持分を他の社員や第三者に譲渡しようにも、困難な
実情であることが明らかである。そうすると、被控訴人には、有限会社法
71条ノ 2第 1項所定の事由があるといえるから、被控訴人の解散を命ずる
のが相当である。」
判例 3
東京地方裁判所平成24年12月25日判決 平成24年（ワ）第8055号（LEX/
DB 25498815）
事案の概要
　被告Ｙは、不動産の賃貸、管理等を目的とする特例有限会社（平成 5年
12月 9 日設立）であり、その発行済株式総数は６0株である。平成19年 1 月
当時、被告の株式は、原告Ｘ、Ｂ及びＣの 3名が各20株を保有し、被告の
取締役は、Ｘ、Ｂ及びＣの 3名であり、Ｃが代表取締役であった。Ｃは、
平成19年 1 月 ６ 日、死亡し、Ｃが死亡したことにより、被告の取締役は、
原告及びＢの 2名となったが、原告及びＢの互選による代表取締役の選任
はなかった。原告は、平成24年 2 月 ６ 日、被告の取締役を辞任した。
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判旨
　「被告の株主は、Ｘ及びＢの 2 名であり、株式の保有状況は、原告及び
Ｂが各20株を単独保有し、Ｃが保有していた20株を準共有している状況で
あること、ＸとＢの間には根深い対立があることが認められる。
　しかし、他方で、前提事実に加え、関係証拠及び弁論の全趣旨によれ
ば、Ｙ会社の取締役は、平成24年 2 月 ６ 日にＸが取締役を辞任したことに
より、Ｂ 1名となり、被告の定款15条 1 項に基づき、ＢがＹ会社の代表取
締役に就任したことが認められる。
　この点に関し、Ｘは、Ｙ会社の定款15条 1 項は、複数の取締役の存在を
前提とした規定であり、取締役が 1 名である場合には、同項に規定する
「互選」をすることができず、同項によって、当該取締役が代表取締役に
選任されることはなく、Ｙ会社の代表取締役は、会社法349条 3 項所定の
株主総会の決議によって選任するほかないが、Ｂは、株主総会の決議に
よって代表取締役に選任されていないから、Ｙ会社の代表者ではない旨主
張する。確かに、被告は、定款の定め（15条 1 項）に基づく取締役の互選
によって、取締役の中から代表取締役 1名を定めることとしており、代表
取締役が欠けた場合には、会社法351条 1 項及び 2 項の規定により対応さ
れるべきものであって、当然に他の取締役の代表権（会社法349条 1 項本
文参照）が回復することにはならない。しかし、そもそも、被告の定款
は、取締役を 5名以内として 1名の場合も許容していること（13条）から
すれば、これと整合するようにＹ会社の定款15条 1 項を合理的に解釈する
と、同項は、 2名から 5名までの取締役を置く場合には代表取締役を互選
により定めるが、 1名の取締役の場合には、その取締役が当然に代表取締
役になることを定めたものであると解するのが相当である。したがって、
本件では、原告が取締役を辞任し、取締役がＢのみとなった時点で、被告
の定款15条 1 項に基づき、Ｂが当然に代表取締役に就任したことになるか
ら、原告の主張は採用できない。
　ウ　以上の認定事実によれば、特例有限会社であるＹ会社の業務執行
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は、代表取締役であるＢが適法に行うことができると認められ、本件全証
拠によっても、被告が業務の執行において著しく困難な状況に至っている
ことは、これを認めるに足りない。その他、本件記録を精査しても、Ｙ会
社に会社法833条 1 項 1 号所定の事由が存在することを認めるに足りる証
拠はない。」
判例 4
大阪地裁平成 5年12月24日判決 平成 3年（ワ）第9351号
判時1499号127頁
事案の概要
　Ａ有限会社は賃貸物件の管理を目的とする有限会社でＡ有限会社の社員
Ｘが取締役Ｙの解任を求め、他方、Ｙは出資口数同数の社員ＸとＹの不和
対立を理由にＡ会社の解散を求めた者である。事案において、Ｙ取締役
が、長期間にわたって賃料収入や保証金の収入の一部を帳簿に計上せず私
的な用途にも費消するという違法行為を行っており、その総額も累計では
相当多額に及んでおり、個人と会社の会計処理を混同して会社財産を横領
していたとして解任請求を認容するとともに、Ａ会社はその業務の執行上
著しい難局に逢着しており、かつこれを放置するときはＹに回復すべから
ざる損害が生じるおそれがあるとして、Ａ会社の解散請求を認めた者であ
る。ＸとＹの出資口数が同数である社員 2名からなる有限会社において、
両者の信頼関係が破綻し常時正常な業務執行を確保することは困難である
こと、会社は租税の納入すら困難な資産状態にあり倒産の可能性もあるこ
と等の事情が認められる場合には、会社は業務執行上著しい難局に逢着し
ており、かつこれを放置すれば社員に回復すべからざる損害が生じる虞が
あるから、同社の解散請求は認められるとしたものである。
判旨
「 2．　以上の事実が認められるのであって、これらの事実によってみれ
ば、控訴人には、以下に説示するとおり、有限会社法71条ノ 2第 1項 1号
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の解散請求を認めるに足りる事由があるといわなければならない。すなわ
ち、
（一）　控訴人の取締役は長崎と被控訴人の 2名であり、また、控訴人の定
款には取締役の業務執行に関し別段の定めはないのであるから、控訴人の
業務執行は、長崎と被控訴人両名が一致してするのでなければこれを適法
に行うことができない筋合いである（有限会社法2６条）。
　なお、控訴人は、被控訴人に不正行為があったとして解雇の意思表示を
行っているけれども、これによって同人の取締役としての地位に変動をき
たすいわれはなく、社員総会の決議によらず取締役を解任することができ
ない（有限会社法32条、商法257条 1 項）ことは当然である。
（二）　しかしながら、現在両名の対立は根深く、意見の一致を見る余地は
ないのであるから、控訴人の業務執行は適法に行えない状態にあり、現在
長崎が被控訴人を排除して独断で業務を執行していることは違法なものと
いわざるをえない。このような事態は、いずれかが他方を解任することが
できるのであれば解消するであろうが、控訴人の社員は長崎と被控訴人の
2名であり、かつ、両名の有する出資口数は同数であるから、いずれもが
そのような手段をとることは不可能である。また、社員総会を開催して
も、議決権数が同数であるため、取締役の報酬（有限会社法32条、商法
2６9条）、計算書類の承認（同法4６条、商法283条 1 項）等、控訴人の重要
事項を決定することもできない。しかも、控訴人は、その平成 2年 7月31
日時点における資産状況からして、被控訴人に対し、その利益金の中から
は、昭和６3年 4 月以降の月額28万円の報酬を支払うことができない状況に
ある。してみれば、控訴人は、その業務の執行上著しい難局に逢着し、回
復すべからざる損害を生じ又は生ずるおそれがあるものといわなければな
らない。控訴人は、現在平穏かつ順調に営業行為を行っているから、著し
い難局に逢着しているものとはいえないと主張するが、仮に営業が表面上
順調であったとしても、被控訴人を排除してのことであるから、右主張は
採用できない。
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（三）　また、前記のように、控訴人の社員は長崎と被控訴人の 2 名であ
り、かつ、両名の有する出資口数は同数であるから、取締役解任の訴え
（有限会社法31条ノ 3）や代表訴訟（同法31条）あるいは取締役の行為の
差止請求（同法31条ノ 2）等法定の手続をもってしても、常時正常な業務
の執行を確保するすべはなく、前記認定のような状況から脱却する方途を
見出すことは困難である。してみれば、控訴人には、このままではその正
常な運営を確保する方法はないものというべきであり、解散請求するにつ
きやむをえない事由があるものといわなければならない。」
判例 5
東京地方裁判所判決（第一審）平成元年 7月18日（金融商事843号4６頁）
昭和６3年（ワ）第18６31号
事案の概要
　株主が二派に分かれ、両派が半額ずつ出資し、その経営及び利益配分も
両派平等という前提で経営されてきた株式会社において、経営権および利
益配分について排除されたＸ側の株主が強い不信感を持ち今後、両者が共
同して経営することは到底期待できないとして、両派が株式を 5割ずつ保
有している以上、株主総会における取締役の選任により取締役会を新たに
構成することは不可能であるから、このような状況下では、会社の解散判
決を求めたものである。
判旨
　「被告Ｙは、Ａ家とＢ家が半額ずつ出資し、その経営及び利益配分も両
家平等という前提で経営されてきた株式会社であるところ、Ａ家側の代表
取締役であったＡ 1の死後、木島家側の代表取締役である補助参加人がＡ
の生前に本件係争株式を同人から譲渡されたのでＢ家側が過半数を有して
いるとの虚偽の事実を主張して、Ａ家側を被告の経営からも、また、被告
の経営による利益の享受からも排除していることになる。
　ところで、右に認定した事実に弁論の全趣旨を総合すると、Ｘら木村家
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側のＢ家側に対する不信は極めて強度なものと認められるので、今後、両
者が共同して被告を経営することは到底期待することはできず、Ａ家側が
3万株、Ｂ家側が 3万株と、両家が被告の株式を 5割ずつ保有している状
況の下においては、株主総会における取締役の選任により被告の業務執行
の決定機関である取締役会を新たに構成することはできないというべきで
ある（係争事件がすべて解決すれば、木村倫一郎が死亡した時点での役員
構成に戻ることになるので、補助参加人が代表取締役の権利義務を、原告
Ｘ及びＢ 1 が取締役の権利義務を有することになる〔《証拠略》によ
る。〕。）。そうすると、前示のように補助参加人がＡ家側を排除し、自己の
経営する株式会社Ｗのために恣意的にＹ会社の経営をし、支払不能の状況
に陥らせている状況からすれば、Ｙ会社、業務の執行上、著しい難局に逢
着しており、また、被告に回復することができない損害が生ずるおそれが
あることは明らかといわなければならない。」
判例 ６
大阪地方裁判所昭和35年 1 月22日判決 大阪地方昭和34（ワ）第2894号
（判例101号91頁）
事案の概要
　被告Ｙ会社は男子服、婦人服、子供服の製造販売、服地用織物の販売を
業とする株式会社で、昭和31年設立されたものである。その発行済株式の
総数は1，000株で、原告Ｘ 1はＹ会社の株式100株を有する株主、原告Ｘ 2
は同じく50株を有する株主である。
　Ｙ会社は、Ｘ 1 が20数年来経営して来た個人営業を株式会社に組織し
た、いわゆる同族会社であつて、株式会社とはいつても営業の実質は個人
営業と変りなく、したがつて全くの他人が会社の営業に介入してくること
は好ましくなかつたので、役員ならびに株主はすべてＸ 1の一族やその友
人で担当している。すなわち、代表取締役はＸ 1の妻Ｃ、取締役は次女Ｂ
の婿養子のＡ（以下単に俊一という）、同人の友人のＤ、監査役は同じく
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友人のＦという構成で、株式は設立に際し発行された1，000株のうち、500
株が、Ａの婿養子という立場を考慮して、同人の将来に希望を持たすため
同人に割り当てられ、残る500株のうち100株がＸ 1 に、50株がＸ 2 に、
100株が代表取締役のＣに、その他は友人等にそれぞれ割り当てられてい
る。
　Ｘ 1は会社設立後はＡに営業の一切を委していたところ、被告会社の業
態は昭和33年初め頃から次第に悪化の途をたどり、毎月赤字経営を続ける
うち、昭和34年 3 月になつてついに約束手形の不渡を出した。そのために
Ｙは同年 4月 2日、銀行取引を停止されて経営は全く行き詰まり、ひいて
は役員間に意見の対立が生じて、同年 4月下旬、被告会社の経営の中心で
あつたＡは取締役の辞任を申し出て以後出社しない。そこで、Ｙ会社は後
任の取締役選任および昭和33年度営業報告ならびに全役員の任期満了によ
る改任などの必要から定時株主総会を召集しようとしたが、発行済株式総
数の半数を有するＡが総会に出席しないと広言しているために、総会を召
集しても定足数を得られないことが明らかであるし、また、たとえＡが出
席して総会が成立したところで同人とＸ 1Ｘ 2その他Ｘ側の株主との間で
意見が対立することは必定で、そうなると、ともに500株ずつの議決権を
もつて争う以上、決議が成立しないことも明らかである。
　その業務の執行は著しい難局に逢着し、会社に回復し難い損害が生じて
おり、あるいはまた、会社財産の管理が著しく失当で会社の存立を危殆な
らしめる状況にあつて、Ｙ会社の解散を請求する以外に株主の利益を守る
方法がないとして本訴におよんだものである。
判旨
　ところで、少数株主による株式会社解散請求は、少数株主の利益保護の
必要から、商法第40６条の 2 によつて特に認められた制度であるが、株式
会社の多数決団体たる性格と矛盾し、また関係者におよぼす影響の大なる
ことにかんがみて、訴によつてのみ可能であるとされている。
　「一、Ｙ会社は男子、婦人、子供服の製造販売、服地用織物類の販売を
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業とする株式会社であつて、昭和31年 5 月に設立登記を了した。その発行
済株式の総数は1，000株で、そのうち原告Ｘ 1は100株を、原告Ｘ 2は50株
をそれぞれ有する株主である。
　二、「すなわち、代表取締役は原告Ｘ 1（後になつて妻のＣが代表取締
役となつた）、取締役はＡと同人の友人のＤで、株式は設立に際し発行さ
れた1，000株のうち、Ｘ 1とＡにそれぞれ100株が、Ｘ 2、Ｘ 1の妻Ｃ、次
女のＢ、そのほか友人らに、それぞれ50株ずつが割りあてられた。その後
持株は事実上はＸ 1 とＡにそれぞれ譲渡され（名義書換えはいずれも未
了）Ｘ 1とAがそれぞれ500株の株式を自由にできる立場にある。
　三、Ｘ 1は、会社設立後は専務取締役のＡに経営の一切を委していたと
ころ、Ｙ会社は設立以来赤字が続き、Ｘ 1からの借入金でようやく営業を
続けてきたが、業績は一向に上らず、かえつて負債が増加するばかりで、
昭和34年 3 月ついに約束手形の不渡を出したゝめ、同年 4月銀行取引を停
止され、経営は全く行き詰つた。このようなことから、役員間には意見の
対立が生じ、同年 5月下旬頃、Ｙ会社の経営の中心であつたＡは取締役の
辞任を申し出て以後出社しないので、Ｙ会社はＸ 1 からの借入金400万円
余の負債を抱えたまゝ営業は全く停頓してしまつた。積極財産とてはほと
んど見るべきものもない。
　四、そこでＹ会社はＡの後任取締役選任のための株式総会を召集した
が、Ａが出席せず、定足数を得ることができなかつたので総会は成立しな
かつた。また、たとえＡが出席して総会が成立したところで、同人とＸ 1
Ｘ 2 の意見が対立することは必定で、そうなると、ともに500株づゝの議
決権を自由にできる実状にあるので、決議が成立しないことも明らかであ
る。
　さらにその後、ＦがＡから被告会社の株式500株を譲り受けたと主張し
てＹ会社に対して再三株式の名義書換を請求しており、その経営に介入し
てくるかもしれない状況にある。」
　以上の認定に反する証拠はない。
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　（三）　右に認定したような事情が商法第40６条の 2 に規定する株式会社
解散の要件を満たすかどうかを判断するに先立ち、右規定の解釈について
当裁判所の見解を簡単に説明しておく必要がある。
　右の規定は昭和25年法律第1６7号による商法の改正によつて新しく設け
られた条文でアメリカ法にならつたものとせられている。この規定は、株
式会社の団体性、したがつてそこから導かれる多数決の原理と矛盾して
も、なおかつ少数株主の利益を保護する必要がある場合を認めて設けられ
たものである。しかしながら、株式会社の多数決団体たる性格はもとより
株式会社の最も根本的な性格であるから、これを犠牲にして少数株主の利
益の保護をはかるについては極めて慎重でなければならない。それゆえに
こそ、同条は、その第 1、 2号にかなり厳格な要件を規定したうえ、なお
「やむを得ない事由」があつてはじめて解散を請求でき、またそれも訴に
よらなければならないとしたのであると考えられる。ところで、同条の第
1、 2号に掲げる要件はともかく、本文にいう「やむを得ない事由」とい
う文言は極めて抽象的な表現であるが、右に説明したようなこの規定の性
格から考えると「やむを得ない事由」があるというのは、株式会社解散の
手続として判決による以外に方法がないというような形式的な内容ではな
く、同条の第 1号もしくは第 2号に定める場合であつて、しかも一切の事
情を考慮してやはり会社を解散するのが相当と考えられる状況にある、す
なわち会社を解散することがとりもなおさず会社、および株主の利益を正
当に保護するゆえんであると認められるという実質的な内容を持つものと
解するのが相当である（会社を解散するには判決による以外に方法がない
ということは必要ではない。たとえば株主総会において解散決議が絶対に
成立しないとはいゝ切れないような場合とか、破産の申立をして、会社の
破産により解散することが考えられる場合であつてもよい）。
　（四）　以上のような見解に立つて、本件の当否を検討しよう。
　（ 1）　先に認定した事実によると、Ｙ会社は設立以来赤字を続け、昭和
34年 3 月には約束手形の不渡を出したため、銀行取引を停止されて経営が
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行き詰まり、ひいては役員間に意見の対立が生じ、被告会社の経営の中心
であるＡが取締役の辞任を申し出たまゝ出社せず、また同人が株主総会に
も出席しないので株主総会も成立しないため後任取締役の選任すらできな
い状態で、Ｙ会社の営業は全く停頓してしまつたうえ、Ｙ会社には積極財
産はほとんどなく、Ｘ 1 に対して400万円余の債務があるというのである
から、これは商法第40６条の 2 の 1 号にいう「会社の業務の執行上著しい
難局に逢着し、会社に回復しがたい損害を生じ」た場合にあたるというこ
とができる。
　（ 2）　そして、ＦがＡから株式500株を譲り受けたと主張し、被告会社
に名義書換を請求し、会社の経営に介入してくるかもしれない状況にある
と認められるところ、Ｙ会社は、もともとＸ 1の一族の繁栄を願つて設立
された、いわゆる同族会社であるので、他人であるＦがＹ会社の経営に介
入してくるとすれば、Ｙ会社はその性質上、円満な業務執行を継続するこ
とが困難になるであろうことは充分推認できる。ましてや、ＦはＹ会社の
発行済株式のちようど半数にあたる500株を譲り受けたと主張しているの
であるから、残る500株を事実上自由にできるＸ 1 との間で意見が対立す
れば（これは充分あり得ることである）株主総会における議決も全く成立
しない事態に至るであろう。このような事情を考慮すると、被告会社をそ
のまゝ存続させて、今後常態に復帰するのを期待することはほとんど不可
能な現状にあると思われる。そうすると、すでに積極財産といつてはほと
んどなく、Ｘ 1 に対して400万円余の借入金債務を負担したまゝ営業が停
頓してしまい、将来においても正常に復帰することのほとんど期待できな
い被告会社をこのまゝ存続させておくときは、会社ならびに株主がさらに
損害を蒙ることはあつても、利益を受けることはまずないと考えられ、む
しろ、この際被告会社を解散するのが相当と認められる。」
8 　デッドロック状況と会社の解散の訴え
（ 1 ）　会社の解散の訴えについては、会社法第833条（旧商法406条）に以
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下の通り定めている。
　「次に掲げる場合において、やむを得ない事由があるときは、総株主
（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行
使することができない株主を除く。）の議決権の10分の 1（これを下回る
割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する株
主又は発行済株式（自己株式を除く。）の10分の 1（これを下回る割合を
定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の数の株式を有する株主
は、訴えをもって株式会社の解散を請求することができる。
一　株式会社が業務の執行において著しく困難な状況に至り、当該株式会
社に回復することができない損害が生じ、又は生ずるおそれがあると
き。
二　株式会社の財産の管理又は処分が著しく失当で、当該株式会社の存立
を危うくするとき。
2  　やむを得ない事由がある場合には、持分会社の社員は、訴えをもって
持分会社の解散を請求することができる。」
　本条は、会社は「やむを得ない事由があるとき」は、株主・社員は裁判
所に対して会社の解散を求めることができるとしているものである。これ
を基本に、人的会社においては単独社員権として「やむを得ない事由」が
あれば解散を求めることができる（第 2 項）。一方、株式会社において
は、少数株主権として一定数の少数株主に解散を求めることができるとし
ている（もっとも、50対50の対等株主間におけるデッドロック状況におい
ては、いずれもが必ずしも少数株主ではなく、多数派にもなり得る状況で
ある。）が、この請求には前提として、 2 つの場合において（第 1 項 1 号
2 号）、解散を求めることができるとしているものである。つまり、やむ
を得ない事由に加えて、条件を加重しているものである。
　このような、加重要件は、多数決原理を根幹とする団体という物的会社
の基本的性格を犠牲にして、少数株主を保護することには慎重であるべき
こと、ゴーイングコンサーンの下で会社債権者の保護に資することなどが
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理由とされる（佐々木宗啓「会社法体系 4」江頭・門口編　青林書院428
頁　2008）。これについては、人的会社であるにも関わらす有限責任原理
に立つ合同会社が人的会社として、他の人的会社と同様の要件で解散が求
められることから、このような説明は困難と指摘するものもある（前掲　
佐々木428頁、弥永真生　リーガルマインド11版　有斐閣　487頁　2007）。
　この、会社解散の訴えは、とりわけ小規模閉鎖会社においては株式に譲
渡性がないことから少数株主が損害を防止する最終手段（「やむを得ない
事由があるとき」である。）と位置づけられている。しかし、会社運営上
の意思決定が不可能な状態で打開策がない場合、だけでは、解散判決はな
されないとする（江頭憲治郎　「株式会社法第 4 版」有斐閣　91６頁　
2011）。もっとも、近年は、持分会社との峻別化に疑問を呈して、基本的
には同様なものとして取り扱うことを主張する見解が主張されている（宍
戸善一「解散判決における業務執行上の著しい難局」会社判例百選第 2版
192頁）。
　デッドロック状況は、第 1項 1号の株式会社が業務の執行において著し
く困難な状況に至り、当該株式会社に回復することができない損害が生
じ、又は生ずるおそれがあるとき。典型例の一つとされる
　「やむを得ない事由」とは
　やむを得ない事由がいかなるものであるか、その状況あるいは判定基準
は文言上明らかではないが、①会社運営上の意思決定が不可能な状態で打
開策がない場合、②少数派が不当かつ恒常的な不利益状態にあり打開策が
ない場合、の 2つの典型的類型があるとされる（前掲　島「新版注釈会社
法488頁1985、佐々木宗啓「会社法体系 4」江頭・門口編　青林書院425頁　
2008）。
　①の代表的な判例には、最判昭和33年 5 月20日（民集12巻 7 号1977頁）
が、②の代表的な判例としては、昭和６1年 3 月13日（民集40巻 2 号229
頁）がある。つまりは、解散以外にほかの手段がない場合ということにな
る。従って、打開策がある場合や最終手段でない場合にはやむを得ない事
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由には当たらないことになる（最判昭和33年 5 月20日）。打開策として選
択される別な方法は、公正かつ相当な手段であることが求められる。従っ
て、株主間の合意によって解散が可能な場合や、破産手続きにより解散が
可能な場合や解散命令が可能な場合には認められないとする（前掲　佐々
木宗啓　427頁、昭和６1年 3 月13日　民集40巻 2 号229頁）。
（ 2 ）　最近の判例の検討
　デッドロック状況は833条 1 項一号にいう「株式会社が業務の執行にお
いて著しく困難な状況に至り、当該株式会社に回復することができない損
害が生じ、又は生ずるおそれがあるとき」の典型ケースであり、上記判例
1から ６までのいずれも、50対50の事例であり、事実から、相当性が判断
されている。
　判例 1（東京高判平成12・ 2 ・23）は、双方が相手方を非難し合い、不
信で著しい不和対立状況にあり、解決の見込みがなく、原告において解散
がマイナスとなることをわかっていてもあえて解散を求めている状況を
もって、解散以外の手段がない場合に当たるとしている。
　判例 2（高松高判平成 8年 1月29日）は、会社の目的の達成が事実上不
可能で、かつ両者が対等持分で社員の正当な利益を保護するためには解散
しかないとして、解散を認めたものであるり、会社法833条 1 項の 1 号と
2号の双方が該当する事例ということができる。
　判例 3（東京地判平成24年12月25日）は、対等出資の株主間では激しい
対立があるが、会社の経営に当たる取締役は機能しており、会社運営上の
意思決定が不可能な状態ではあるが、取締役による業務執行は機能してお
り、打開策がない場合には当たらないとした。
　判例 4（大阪地判平成 5年12月24日）は、対立する両当事者において出
資口数が対等であるが、一方が経営権と利益を独占し他方を排除している
状況において、取締役は機能しており正常な業務執行状況においても、そ
の行為は違法であるとして、会社運営上の意思決定が不可能な場合であ
り、少数派が不当かつ恒常的な不利益状態にあり打開策がない場合に当た
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るとしたもので、判例 3とは好対照をなす判断である。
　判例 5は、対等出資者間の不信が強度で共同出資者間で共同して経営に
当たることは期待できず、一方の出資者側が経営権を握り、かつ、自己の
ために恣意的な経営をしており、会社運営上の意思決定が不可能な状態で
打開策がなく、会社において回復することのできない損害が生ずる恐れが
あるとして、会社法833条 1 項 1 号・ 2 号に該当するとして解散を認めた
ものである。
　判例 ６（大阪地判昭和35年 1 月22日）は古い事例であるが、会社法833
条 1 項の解釈について詳細な検討をしているので掲げたものである。対等
の株主間対立が激しく経営が停滞し、損失が出ている状況をもって、株式
会社が業務の執行において著しく困難な状況に至り、当該株式会社に回復
することができない損害が生じているとして解散が相当としたものであ
る。
9 　まとめとして＝デッドロック状況からの脱却
　株式会社においては、株主総会において過半数を前提とする以上、議決
権の可否同数の状況において、また、取締役会においては、頭数を前提と
する可否同数の状況でデッドロック状況がもたらされることになる。ま
た、業務執行状況においては、業務執行に当たる取締役間の対立として
デッドロック状況がもたらされることとなる。
（ 1 ）　デッドロックと多数決
　株主総会は、議決権のある株主による株式を単位とする多数決であり、
取締役会は頭数による多数決、また、合名会社・合資会社においては社員
の頭数による多数決である。
　団体の意思決定に多数決が用いられるのは、多数決が民主的決定システ
ムであるとされることからであり、団体の構成員は、それぞれが自由な立
場から、自らの意思で投票し、その意思の総体が団体の意思ということに
なる。
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　多数決原理を前提に会社法は、原則として過半数を強行規定として定め
られているほか、定款自治の下でそれぞれの会社の定款に株主総会の決議
にかかる規定が置かれている。構成員となる際には、当然もこの原則を了
解していることになる。従って、少数派に立つときは、会社が自らの意見
と異なることを選択すること了解しているはずである。了解できない場合
には団体からの離脱をはからざるおえない。
　多数決とは、過半数の意思とされる。本論文で問題となるのは、裁決結
果が50対50の場合、つまり可否同数という場合であり、会社法において
は、可否総数は否決とされる（大阪地判昭和28・ ６ ・19）。この場合、過
半数を要求する議案はすべて否決されることとなり、会社はいずれの提案
も取り得ない。行き詰まった状況であり、デッドロック状況である。対立
する提案はいずれも採択できず、対立する双方が対等の状況である以上、
再投票においても同様な結論となり、堂々巡りで、何らかの妥協のない場
合には、団体としての意思決定が行えず、運営は行き詰まる。そもそも、
法はこのような状況を予定しておらず、我が国で旧来しばしば取られてき
た「可否同数の場合、議長がこれを決す。」旨の解決方法は、議長が議決
権を行使していない場合を除き、会社法が過半数を要件とする強行規定で
ある以上取りえないとされる（上記、大阪地判参照）。
（ 2 ）　株式会社とデッドロック状況
　有限会社の場合（現行の特例有限会社の場合も同様である。）取締役に
は任期がないことから、取締役の再任手続きがなされないこともなう法定
手続きが問題とならないことも多く、この点では経営上のブランクは生じ
にくい。正当に選出され、業務執行に当たる取締役が存在するという状況
について、定款に特に任期の定めがないない限り、任期上の問題が生じな
いからである。従って、社員（株主）間対立があり、それが50：50であっ
ても、取締役としては適切な業務執行が可能であり、経営を続けることが
できる。
　一方、株式会社においては、当然に任期の定めがあることから、取締役
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の選任決議を定期的に行う必要があり、閉鎖会社においては、通常は 2年
ごとに、定款で定めれば最長10年の任期の定めのスパンで、株主総会にお
いては選任・再任を行わなければならず、株主間に50対50の状況の下で両
者間で紛争が生じた場合、この時点で取締役（監査役も同様である。）選
任にかかるデッドロック状況が生じることとなる。
　もっとも、のっぴきならない株主間対立があって重要な意思決定が行え
なくても、所有と経営の分離の下で業務執行機関である取締役（取締役
会）が適切に機能していれば会社自体の経営は成り立つことでもある。し
かし、小規模閉鎖においては、株主と経営者たる取締役は一体となってお
り、両者の権限や立場が分離しておらず、株主間の対立は当然に取締役間
の対立に結びつくのが一般であろう。
　本来、株式会社においては、出資者たる社員の個性は問題としないはず
で、社員間の紛争に人的な要素、あるいは非経済合理性の帰結としての要
素は前提としないはずである。しかし、小規模閉鎖会社においては、経済
合理性を無視した原因とする紛争が少なくない。
　このような状況下で、内部関係を考慮した紛争解決には、会社法に予定
されている紛争解決システムは、適切な解決をもたらさないもので、実態
としての小規模閉鎖会社に適合しない現実がある。
　とりわけ、デッドロックに陥っている状況おいては、もはや、会社の維
持は困難であり、人的な束縛、くびきをを解かなくてはならず、このため
の考え方としては、小規模閉鎖会社閉鎖会社の実態を組合的結合ととら
え、組合的な法理の下で解決をはかるべきであるとの主張がなされる（大
野正道「非公開会社法の法理－社団法理と準組合法理との交錯」システム
ファイブ　平成 7年）。
　会社が自治的な運営能力を喪失している状況において、なおも、企業維
持の原則の頸木はいたずらに、社員間のストレスを長期化するばかりで、
社内的にも対外的にもメリットはないといえるであろう。訴訟において
も、小規模閉鎖会社における紛争において、組合的実態を踏まえた主張は
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数多く見られ、パートナーシップを法理に基づく主張（東京地判昭和６3・
5 ・19　株主間の信頼関係がパートナーシップにあるとして、これが破壊
された状況は解散に値するとして解散を求めた事例）がある。
（ 3 ）　対等出資のジョイントベンチャーとデッドロック
　50対50の対等出資の事業形態として、いわゆるジョイントベンチャーが
ある。ジョイントベンチャーとは、必ずしも対等出資というわけではない
が、「 2 つ以上の親会社（パートナー）が共同して特定の事業目的のため
に設立されるもので、親会社が物的・人的資本を拠出の上設立された会社
（合弁会社）であり、その会社は、独立した法人格を有する事業組織とし
て運営されるが、親会社が自ら経営に関与する形の会社である。」と定義
される。（宍戸善一「動機付けの仕組みとしての企業－インセンティブシ
ステムのための法制度論」有斐閣　70頁　200６年、「ジョイントベンチャー
戦略大全」東洋経済新報社　 3頁　2013年）
　ジョイントベンチャーは、思惑の異なる 2つ以上の親会社が出資し、合
弁会社を設立しそれぞれ経営への関与を目指すだめに資本および役員を拠
出するだけに、支配権を巡る対立が生じやすいこととなる。この状況にお
いて、親会社間の対立からデッドロック状況が生じやすい。この種の会社
では、取締役会の構成は、持分割合に応じてポストを配分するのが一般
で、普通株のみ発行する場合においては株主間契約で、また種類株式を利
用する方式が用いられる場合もある。
　ジョイントベンチャー会社においても、業務執行レベルの取締役・取締
役会におけるデッドロック、出資親会社間の株主総会レベルのデッドロッ
クがあるが、小規模閉鎖会社におけるデッドロックとは異なり、デッド
ロック状況における対応も親会社間の冷静な経済的利益追求の下で対立
し、かつ対応するはずであり、人的な、あるいは、経済合理性を超えた対
立とはななりえないであろう。
　基本的には大規模事業体間の共同事業であるジョイントベンチャーにお
いては、とりわけ対等の出資割合を前提とするジョイントベンチャーにお
白山法学　第10号　2014
― 70 ―
いては、デッドロック状況はある程度事前に想定されうるものとして考慮
されるものであり、ジョイントベンチャー契約において事前にデッドロッ
ク状況を想定し、デッドロック条項を置いておくのが望ましいとされる
（松枝迪夫「国際取引法－法務と契約の実務第 2版」三省堂　20６頁　200６
年）。国際間の合弁契約では紛争は当然に想定されるだけに、一定のデッ
ドロック条項を置くのが一般的である。たとえば、デッドロック状況に
至った場合には、紛争処理方法をあらかじめ合弁契約に定めて置く方法と
して、株式売渡請求条項、買受強制条項、株式譲渡の同意条項が無効とな
る条項あるいは解散条項等を定めておく。このほか、クールダウン条項や
中立取締役（仮取締役として選任する方法もある。）あるいは仲裁条項を
定めておくことがある（前掲　宍戸ほか「ジョイントベンチャー戦略大
全」　387頁）。対等出資の小規模閉鎖会社閉鎖会社においてもこのような
紛争条項を事前に定款等に定めておくことは、デッドロック状況を防止す
る観点からも検討に値するであろう。もっとも、ジョイントベンチャー
は、その親会社の意向で決まるものと言って良く、デッドロック状況が生
じた場合に株主間つまり当事者である親会社間の協議がまとまらない場合
には、最終的な解決策は、小規模閉鎖会社におけるデッドロック状況と同
様、結局は解散の訴えを求めるほかはないこととになる（前掲宍戸ほか
「ジョイントベンチャー戦略大全」414頁）。
　なお、他の救済手段として、立法論としては、不公正な取扱いを受けた
側の株主に株式買取請求権を認めるべきであるとする提案や、さらに無条
件買取請求権制度を創設すべきであるとする提案（浜田道代「株主の無条
件株式買取請求権」商事982～984号　1983）があるが、実効性には疑問が
呈されている（江頭憲治郎　「株式会社法第 4版」有斐閣　2011年　917頁）。
　株式会社形態を取りながら、社団性を貫徹できない小規模閉鎖会社閉鎖
会社における紛争については、必ずしもゴーイングコンサーンを前提とし
た会社法的な解決策が適切な対応策とはいえない問題であり、内部関係の
人的側面に配慮した対応が必要であろう。
